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■ 学歴・取得学位 

1996(平成 8)年 3 月 京都大学経済学部経営学科卒業   学士(経済学) 

2002(平成 14)年 3 月 
京都大学大学院経済学研究科修士課程修了 

修士(経済学) 

2009(平成 21)年 9 月 京都大学大学院経済学研究科博士後期課程満期退学 

2013(平成 25)年 3 月 博士(経済学)学位取得  京都大学経博第 468 号 

 

■ 主な職歴 

1996(平成 8)年 4 月 産業経済新聞社 (～1997 年 1 月) 

2008(平成 20)年 4 月 大阪樟蔭女子大学非常勤講師(～2009 年 9 月) 

2008(平成 20)年 10 月 大阪経済法科大学非常勤講師(～2011 年 3 月) 

2009(平成 21)年 4 月 佛教大学非常勤講師(～2012 年 3 月) 

2011(平成 23)年 4 月 九州国際大学経済学部准教授(～2014 年 3 月) 

2014(平成 26)年 4 月 九州国際大学経済学部教授(～2017 年 3 月) 

2016(平成 28)年 8 月 九州工業大学非常勤講師(～2021 年 3 月) 

2017(平成 29)年 4 月 九州国際大学現代ビジネス学部教授(現在に至る) 

2019(平成 31)年 4 月 九州産業大学非常勤講師(～2020 年 9 月) 

 

教 育 活 動 

 

■ 主な担当授業科目 

○ 学 部：地域経済論入門、北九州学、都市とコミュニティ、 

地域づくり実習、専門演習、卒業研究 

 

■ 教育上の特記事項 

○ 教育活動：地域経済学科地域づくりコースの運営、実習や地域活動の指導 
2013年：皿倉山にぎわいづくり協議会と連携した地域調査と報告活動、及び『2013

年度調査活動成果報告書』の作成 

2016 年：八幡より君津製鐵所に転出した人たちへのヒアリング 

2017 年：『街角報告書』八幡中央高校生徒会との共同制作 

2018 年：鐵の街八幡の記憶についての学生ヒアリング集『鐵の魂』(小冊子)を 

さわらび国際通りまちづくり期成会との連携により刊行 

2019 年：やはたアートフォレストへの活動参加（～2025 年 3 月） 



 

2020 年～：八幡駅前の歩道部分を活用した「けやきマルシェ」開催   

      KEYAKI TERRACE YAHATA との共催 

 

研 究 活 動 

 

■ 研究分野 

研究分野 地域経済学  

主な研究テーマ 地域経済とメディア 都市郊外地域 地域経済循環 

キーワード 地域間マネーフロー 地域間関係 郊外問題 

地域メディアの形成 地域コミュニティ 

 

■ 主な著書・論文等 

著書 

○『自立する関西へ』(共著)塩沢由典監修、関西活性化研究会編著、晃洋書房、 

2009 年 12 月(第２章「関西という地域、関西における地域」pp.23-56 担当) 

○『姫路市史 第 6巻 本編 近現代 3』(共著)姫路市編、2016 年 3 月(「地域交通の変容」

「商業」「自治会」「地域交通」｢通信・マスコミ｣などを分担) 

○『姫路市史 第 13 巻下 史料編近現代 3』(共著)姫路市編、2020 年 5月（「商業」「地

域社会」「地域交通」「通信・マスコミ」などを分担） 

○『人間復興の地域経済学 : 地域とくらしの歴史・理論・政策』(共著)2024 年 12 月

自治体出版社（「大都市と地方都市の相互資金流動の析出」(共著)pp.257-277） 

論文 

○「社団法人日本放送協会の全国放送網構築と都市間競争－山口県の事例を中心に」 

(単著)『九州国際大学経営経済論集』第 20 巻第 3号、2014 年 3月、pp.71-10 

○“A Dual Policy Framework for Urban Fringe Farmland in Kitakyushu City:  

Development or Conservation?” The Proceedings of The 5th International 
Conference of Asian Rural Sociological Association, volume1, 2014.9 ，

pp.167-173  (共著) 

○「都市周辺部における政策的二面性と地域形成-北九州市郊外を対象として-」 

(共著)『九州国際大学経営経済論集』第 22 巻第 1号、2015 年 10 月、pp.23-56 

○「地域経済の流出入構造とその定量化－マネーフローから導出される経済的結びつき

の多様性」(共著)『九州国際大学国際・経済論集』第 5号、2020 年 3 月、pp.141-169 

○「企業間取引データに基づく地域内産業間ネットワークの検証―地域性を踏まえた社 

会ネットワーク分析の応用―」(共著) 日本地域経済学会『地域経済学研究』2022

年 3 月、pp.44-62 

 

学会発表 

○「日本における民放創設期の地方民放局の番組編成について―新聞ラジオ欄の分析を

中心に―」(単独)社会経済史学会第 85 回全国大会、2016 年 6 月、北海道大学 

○「地域間資金流出入モデルの構築と経済循環構造への接近」(共同)日本地域経済学会

第 28 回大会、2016 年 12 月、宮崎大学 

〇“Measuring interregional economic network based on the inter-firm trading data 

in Japan” Regional Studies Association 2019 年サンチャゴ・デ・コンポステ

ーラ大学(スペイン) 2019 年 6 月 (共同) 

○“Impact of Interregional Money Flow on the Local Economy in Japan's "Car Island": 

A Case Study of Fukuoka’s Accumulation of Global Industries 

  RSA Annual Conference 2017 年 6 月、ダブリン・トリニティカレッジ（共同） 

○“An Inventing Inter-regional Money Flow Model to Approach Local Economic 



 

Leakage” RSA Annual Conference 2017 年 6 月、ダブリン・トリニティカレッジ（共

同）○「産業分野別取引量から見える経済構造の多様性－福岡県を事例に」日本地

域経済学会第 29回大会、2017 年 12 月、東北学院大学(単独) 

○「企業間取引データに基づく地域間資金フローとそのネットワーク」日本地域経済学 

会第 30 回大会、2018 年 12 月、島根大学(共同) 

〇「企業間取引データに基づく地域間ネットワークの構築と類型化」日本地域経済学会

第 31 回京都大会(京都橘大学) 2019 年 12 月(共同) 

〇「産業ネットワークの多様性と都市類型」日本地域経済学会第 32 回横浜大会(横浜国

立大学リモート開催) 2020 年 12 月(共同)  

その他 

 

■ 大学就任以前の主な業務上の実績 

  

 

■ 主な所属学会 

日本地域経済学会、日本マス・コミュニケーション学会、経済地理学会、社会経済史学

会 

 

■ 受賞等 

2011(平成 23)年 11 月 

2018(平成 30)年 12 月 

第 9 回法政大学地域政策研究賞奨励賞 

日本地域経済学会若手自由論題賞 

 

■ 研究助成金による研究 

〇「民放黎明期における地方局の番組編成、広告についての分析」平成 26 年度 

放送文化基金助成(2015 年 4 月～2016 年 3 月) 

 

社会における活動等 

 

○ 姫路市史編集室現代部会特別執筆委員 (2009 年 4 月～2021 年 3 月) 

○ 古賀市情報公開・個人情報保護運営審議会委員 (2011 年 4 月～現在に至る) 

○ 北九州市市民カレッジ企画運営委員 (2015 年 12 月～2018 年 3 月) 

〇 八幡東区中央町地区まちづくりプラン検討委員会委員(2018 年 12 月～2020 年 12

月) 

〇第 27 回戦争遺跡保存全国シンポジウム北九州やはた大会実行委員長(2024 年 8月) 

〇北九州市立東部斎場指定管理者検討会構成員(2024 年 9月) 

〇北九州市入札等監視委員会委員(2026 年 5 月～現在に至る) 

 

大学運営活動等 

 

○ 地域連携センター副センター長 (2015 年 4 月～2016 年 8 月、2018 年 4 月～2025

年 3 月) 

○ 地域連携センター長 (2016 年 9 月～2018 年 3 月) 

○ 就職・進路部長 (2018 年 4 月～2022 年 8 月) 

○ エクステンションセンター長(2018 年 4 月～2022 年 8 月) 

○ 教務部長 (2016 年 9 月～2018 年 3 月、2022 年 9 月～現在に至る) 

 


